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令和２年４月は、新型コロナウイルス感染症対策のため、当協会関連のさまざまな委員会、打ち合わせ等が延期、書面会議、WEB会議等への変更となりました。そのため、関係省庁の要請、依頼等に絞ってご報告いたします。

緊急事態宣言時に事業の継続が求められる事業で働く方々等の感染予防、健康管理の強化について（令和２年４月１７日）

 (以下抜粋)

　厚生労働省労働基準局長より、当協会会長宛に以下の協力要請がございました。以下に抜粋を記します。
　新型コロナウイルス感染症の拡大防止につきまして、令和２年４月７日に新型インフルエンザ等対策特別措置法第３２条に基づく緊急事態宣言（以下「緊急事態宣言」という。）が行われ、昨日、「新型コロナウイルス感染症対策の基本的対処方針」（以下「基本的対処方針」という。）について、全都道府県を緊急事態宣言の対象とする等の改正が行われ、「三（３）まん延防止」の⑫において、緊急事態宣言の対象市域に属する特定都道府県について、在宅勤務（テレワーク）の強力な推進、職場での感染防止の取組、「三つの密」を避ける行動の徹底等を促すこととされております。
また、基本的対処方針の別添においては、緊急事態宣言時に事業の継続が求められる事業者として、医療体制の維持、支援が必要な方々の保護の継続、国民の安定的な生活の確保、社会の安定の維持等に必要不可欠な業務を行う事業者については、「三つの密」を避けるための取組を講じていただきつつ、事業の継続をもとめることとされております。
　こうした状況にかんがみ、緊急事態宣言時に事業の継続がもとめられる事業で働く方々をはじめとして、すべての職場で働く方々の感染を防止するために、職場における感染予防、健康管理の強化に向けて、職場において事業者、労働者が一体となって、それぞれの事業の特性を踏まえつつ、下記の対策に取り組んでいただくこと、また、その際には、妊娠中の女性労働者や、高齢者、基礎疾患（糖尿病、心不全、呼吸器疾患など）を有する方々に十分な配慮をしていただくことについて、傘下団体・企業又は構成組織に対し、改めて周知いただき、職場における感染予防の取組推進にご協力いただきますようお願い申し上げます。
1． 労務管理の基本的姿勢
（1） テレワーク支援措置の活用
（2） 雇用調整助成金を活用した休業の実施
（3） 職場における感染防止の進め方
(1) 労働衛生管理体制の再確認
(2) 換気の徹底等の作業環境管理
(3) 職場の実態に応じた作業管理
(4) 手洗いの励行など感染予防に関する基本的な知識も含めた労働衛生教育
(5) 日々の体調管理等も含めた健康管理に留意して取組を実施いただきたいこと。
2． 職場における感染予防対策の徹底について
（1） 職場内での感染防止行動の徹底
（1） 換気の徹底
（2） 接触感染の防止
（3） 飛沫感染の防止
（4） 一般的な健康確保措置の徹底
（2） 通勤・外勤に関する感染防止行動の徹底
（1） 接触感染の防止
（2） 飛沫感染の防止

（3） 在宅勤務（テレワーク）の実施が困難な業種・職種についての留意事項
（1） 医療関係者等の感染防止
（2） 旅客・貨物輸送事業の運転者等の感染防止
（3） 介護・福祉労働者の感染防止
（4） 保育所等の労働者の感染防止
（5） 宿泊施設の労働者の感染防止
3． 風邪症状を呈する労働者への対応について
1 一般の方：
・労働者に風邪の症状や３７．５°C以上の発熱が４日以上続いている場合
・強いだるさ（倦怠感）や息苦しさ（呼吸困難）がある場合

2 高齢者を始め、基礎疾患（糖尿病、心不全、呼吸器疾患（慢性閉そく性肺疾患など））がある方や透析を受けている方、免疫抑制剤や抗がん剤などを用いている方：
・風邪の症状や３７．５°C以上の発熱が２日以上続いている場合
・強いだるさ（倦怠感）や息苦しさ（呼吸困難）がある場合
3 妊娠中の方：
・風邪の症状や３７．５°C以上の発熱が２日以上続いている場合
・強いだるさ（倦怠感）や息苦しさ（呼吸困難）がある場合
4． 新型コロナウイルス感染症の陽性者等が発生した場合の対応について
（1） 衛生上の職場の対応ルールについて
事業者においては、職場に新型コロナウイルスの陽性者や農耕接触者（以下「陽性者等」という。）が発生した場合に備え、以下の項目を盛り込んだ対応ルールを作成し、労働者に周知いただきたいこと。
新型コロナウイルス感染症の陽性者について、労働安全衛生法に基づく労働者死傷病報告の提出に留意すること。

・労働者が陽性者等であると判明した場合の事業者への報告に関すること（報告先の部署・担当者、報告のあった情報を取り扱う担当者の範囲等）
・労働者が陽性者等であると判明した場合の保健所との連携に関すること（保健所と連携する部署・担当者、保健所と連携して対応する際の陽性者と接触した労働者の対応等）
・職場の消毒等が必要になった場合の対応に関すること
・労働者が陽性者等になったおことをもって、解雇その他不利益な取り扱いや差別当をうけることはないこと
・その他必要に応じ、休業や賃金の取り扱いに関すること等

（2） 労災保険制度について
労働者が新型コロナウイルス感染症に罹患し、業務又は通勤に起因して発症したものと認められる場合には、労災保険給付の対象となることから、労災保険制度について周知していただいた上、適切に請求を鑑賞していただきたいこと。

5． 新型コロナウイルス感染症に対する正しい情報の収集等
事業者においては、国、地方自治体等がホームページ等を通じて提供している最新の情報を収集し、必要に応じ感染拡大を防止するための知識・知見等を労働者に周知いただきたいこと。その際、心の健康相談などのメンタルヘルスに関する相談やDVや児童虐待に関する相談などの窓口についても、必要に応じ、労働者に周知いただきたいこと。
　なお、新型コロナウイルス感染症に関する個別の労働争議があった場合は、都道府県労働局の総合労働相談コーナーにおいて相談を受け付けていることも、併せて周知いただきたいこと。
「２０２１年度大学、短期大学及び高等専門学校・修了予定者に係る就職について(申合せ)就職問題懇談会座長（２０２０年３月２７日付）

(以下抜粋)
　就職問題懇談会座長山口宏樹埼玉大学学長より、当協会会長宛に以下の協力要請がございました。以下に抜粋を記します。

標記のことについて、我々国公私立の大学、短期大学及び高等専門学校(以下「大学等」という。)　で構成する就職問題懇談会では、大学等卒業・修了予定者の就職・採用活動の秩序を維持し、正常な学校教育と学生の学修環境を確保するとともに、学生が自己の能力や適性に応じて適切に職業を選択できるようにするため、大学等が取り組むべき内容をまとめた「２０２１年度大学、短期大学及び高等専門学校卒業・修了予定者に係る就職について(申合せ)」を定めました。
　就職・採用活動については、学生の学修環境の確保を図るため、大学側と企業側で長年にわたり、活動の早期化・長期化の是正について議論を行ってきました。現行の就職・採用活動の枠組みで示される就職・採用活動開始時期（広報活動３月・採用選考活動６月）については、就職活動の極端な早期化・長期化を抑制し、秩序ある就職活動に貢献するとともに、学生の学修環境確保への良い影響が確認されているところです。また、日程を含めた現行の枠組みは５年連続で維持されており、学生・大学・企業の間でおおむね共有されているところでもあります。

各大学等においては、全教職員が協力し、全学的に申し合わせを実行する所存ですので、各企業にも御理解・ご協力をお願いいたしたく、貴団体から加盟企業に対して、周知徹底いただきますようお願い申し上げます。
新型コロナウイルス感染症の大規模な感染拡大防止に向けた職場における対応について（要請）（厚生労働省基安発０４０１第１号）

（令和２年４月１日）　(以下抜粋)
　厚生労働省労働基準局安全衛生部長より、当協会会長宛に以下の協力要請がございました。以下に抜粋を記します。
新型コロナウイルス感染症の拡大防止につきましては、令和２年３月２８日に「新型コロナウイルス感染症対策の基本的対処方針」（新型コロナウイルス感染症対策本部決定）が発表され、状況の変化に即応した情報提供や呼びかけを行い、爆発的な患者の急増（オーバーシュート）リスクを回避するための国民の行動変容を求めております。
こうした提言や昨今の状況にかんがみ、新型コロナウイルス感染症の大規模な感染の拡大防止に向けて、職場において事業者、労働者が一体となって、対策に適切に取り組んで頂くことについて、傘下団体・企業に対し、要請いただきますようおねがいします。

新型コロナウイルス感染症の影響に伴う雇用調整助成金に掛かる周知啓発等へのご協力について（依頼）（厚生労働省職基発０３０７第３号）

（令和２年３月２７日）(以下抜粋)
　厚生労働省職業安定局雇用開発企画課長より、当協会会長宛に以下の協力要請がございました。以下に抜粋を記します。
　厚生労働省においては、景気の変動などの経済上の理由により事業活動の縮小を余儀なくされた事業主が、休業、教育訓練等により労働者の雇用の維持を図った場合に、それにかかった費用を助成する雇用調整助成金を運用しております。
　今般の新型コロナウイルス感染症の影響により事業活動の縮小を余儀なくされた事業主に対する支援として、雇用調整助成金においては、新型コロナウイルス感染症の影響をうける全業種の事業主を特例措置の対象事業主とするとともに、対象となる労働者の拡充等の措置を行ったところです。

　厚生労働省においても、雇用調整助成金の特例措置について、事業主に行き届くよう周知啓発等に尽力しておりますが、貴団体におかれましても、傘下の事業主に対し、周知啓発等のご協力をいただきますよう、よろしくお願い申し上げます。
令和２年２月生産・出荷統計
	
	生　　産
	受　入
	出　　荷
	月末在庫

	
	数　量
	金　額

(百万円)
	数　量
	販　売
	その他
	数　量

	
	
	
	
	数　量
	金　額

(百万円)
	数　量
	

	デジタル

カメラ
	140,539
(0.81)
	6,384
(0.76)
	225,812
(0.84)
	145,996
(0.64)
	8,127
(0.67)
	225,834
(0.96)
	114,716
(0.44)

	フィルム

カメラ
	6,623
(0.84)
	7,650
(0.95)
	7,975
(1.24)
	8,599
(1.02)
	9,085
(0.97)
	5,179
(0.79)
	9,884
(1.00)

	交換レンズ


	148,552
(0.93)
	8,055
(0.88)
	86,879
(0.90)
	192,184
(0.72)
	8,709
(0.69)
	21,659
(0.57)
	674,148
(1.20)

	光学・精密

測定機
	19,230
(0.75)
	6,061
 (0.92)
	-
	19,759
(0.73)
	6,073
(0.94)
	-
	33,915
(0.95)

	光分析機器


	14,243
(0.97)
	21,186
(0.99)
	-
	15,027
(0.98)
	23,105
(1.05)
	-
	6,192
(0.81)

	測量機


	 3,070
(0.73)
	647
(0.85)
	-
	5,815
(0.60)
	1,174
(0.82)
	-
	13,029
(0.98)

	合　計


	  -    


	49,983
(0.92)
	-
	-

	56,273
(0.88)
	-
	-



(　　　)内は、前年度比

注1） 「受入」:調査期間中に工場または倉庫に次の事由により受入れられた製品の数量

（1） 他企業から購入したもの(輸入を含む)

（2） 同一企業内の他工場から受入れたもの

（3） 委託生産品及び委託加工品を委託先の工場から受入れたもの

（4） 返品(戻入れ)されたもの　

　注２）　平成２５年１月より「写真用品」「双眼鏡」「顕微鏡」は経済産業省データ削除により掲載不可
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